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第９回新株予約権の資金使途変更に関するお知らせ 

 

 

平成28年３月11日付「第三者割当による第９回新株予約権の発行に関するお知らせ」にて開示いたしま

した資金使途につき、平成28年９月27日付け「第９回新株予約権の資金の使途に関するお知らせ」におい

て資金使途の一部を変更いたしましたが、本日付において再び資金使途を変更いたしますのでお知らせい

たします。 

記 

 

１.資金使途変更の理由 

当社は、グループ全体の早期黒字化を最優先課題として取り組み、事業の選択と集中を進めてきた結果、平

成28年９月27日付け「連結子会社の事業の全部の廃止に関するお知らせ」でコミュニティサービス事業を廃

止し、及び平成 30年３月 16 日付け「連結子会社の異動（株式譲渡）及び旅行事業の廃止に関するお知らせ」

では旅行事業を廃止いたしました。 

これらに伴い、平成28年３月11日付に開示いたしました「第三者割当による第９回新株予約権の発行に関

するお知らせ」に記載の資金の使途について、平成28年９月27日付け「第９回新株予約権の資金の使途に関

するお知らせ」に続き変更を行うものです。 

第９回新株予約権の発行に伴う調達する資金の額は1,502百万円であり、そのうち平成30年３月26日時点

で、旅行事業の第１種旅行業登録及び運営費用40百万円、通信販売事業の設備投資70百万円、通信販売事業

のＷＥＢ強化、海外展開資金150百万円、既存事業及びコミュニティサービス事業の運転資金200百万円、合

計460百万円を充当しております。残額1,042百万円については、主力の通信販売事業のある「化粧品の製造

販売」並びに「ＴＶショッピングを主とする美容・健康関連商品」の製品開発費用と販売促進費用に充当する

共に、「新規事業」の構築のための資金として充当することに変更いたしました。新規事業につきましては、現

在の主力事業である「化粧品の製造販売」並びに「ＴＶショッピングを主とする美容・健康関連商品」に加え

て３本目の柱を構築することが目的となります。 
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２.資金使途変更の内容 

資金使途の変更内容は、下記のとおりです。なお、変更箇所は下線で示しております。 

調達する資金の具体的な使途 

【変更前】 

具体的な使途 金額 支出予定時期 

ⅰ―１ ＷＥＢメディアへの投資・運転資金 200百万円 平成28年４月～平成29年３月 

ⅰ―２ 上記ⅰ―１に係る運転資金 100百万円 平成28年７月～平成29年３月 

ⅱ   旅行事業の第１種旅行業登録及び運営費用 70百万円 平成28年４月～平成28年６月 

ⅲ―１ 通信販売事業のＷＥＢ強化、海外展開資金 150百万円 平成28年７月～平成29年３月 

ⅲ―２ 通信販売事業の設備投資 100百万円 平成28年４月～平成28年６月 

ⅳ   コミュニティサービス事業の海外展開 632百万円 平成28年７月～平成29年３月 

ⅴ   既存事業及びコミュニティサービス事業の運転資金 250百万円 平成28年４月～平成29年３月 

合計 1,502百万円  

 

【変更後】 

具体的な使途 金額 支出予定時期 

ⅰ―１ ＷＥＢメディアへの投資・運転資金 ― ― 

ⅰ―２ 上記ⅰ―１に係る運転資金 ― ― 

ⅱ   旅行事業の第１種旅行業登録及び運営費用 40百万円 
平成28年４月～平成28年６月 

（40百万円充当済み） 

ⅲ―１ 通信販売事業のＷＥＢ強化、海外展開資金 250百万円 
平成28年７月～平成30年12月 

（うち150百万円は充当済み） 

ⅲ―２ 通信販売事業の設備投資 70百万円 
平成28年４月～平成28年７月 

（70百万円充当済み） 

ⅲ―３ 化粧品等の商材拡充 442百万円 平成30年４月～平成30年12月 

ⅲ―４ 新規事業の構築 500百万円 平成30年４月～平成30年12月 

ⅳ   コミュニティサービス事業の海外展開 ― ― 

ⅴ   既存事業及びコミュニティサービス事業の運転資金 200百万円 
平成28年４月～平成29年10月 

（200百万円充当済み） 

合計 1,502百万円 （うち460百万円充当済み） 

 

ⅰ―１ ＷＥＢメディアへの投資・運転資金 

平成28年９月27日付け「連結子会社の事業の全部の廃止に関するお知らせ」でコミュニティサービ

ス事業を廃止したことに伴い、ＷＥＢメディアへの投資・運転資金の使途は消失いたしました。 

 

ⅰ―２ 上記ⅰ―１に係る運転資金 

ⅰ―１と同様の理由です。 

 

ⅱ   旅行事業の第１種旅行業登録及び運営費用 

当初は旅行事業の第１種旅行業登録をするための旅行業法の規定による財産的基準を満たす必要があ

るため、調達した資金により子会社であったパス・トラベル株式会社を増資し、第１種旅行業登録の完
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了後、企画旅行商品の開発及び販売による収益拡大のための人員確保、及びその運営費用に70百万円を

充当する予定でしたが、運営費用について自己資金にて充当したため、調達した資金の使途は40百万円

の充当に留まりました。 

 

ⅲ―１ 通信販売事業のＷＥＢ強化、海外展開資金 

当社は、事業再生を目的に平成 27 年にオリジナル化粧品を扱う株式会社マードゥレクス及び健康器

具等の販売を手掛けるＴＶショッピングの株式会社ジヴァスタジオを子会社化いたしました。同社は化

粧品及び美容・健康関連商品の通信販売事業を行っており、その販売チャネルはＴＶショッピングと紙

媒体のカタログを中心に、Ｗｅｂ、店舗販売まで、幅広く展開しております。今後、同事業のマーケッ

ト戦略としてＴＶショッピングとカタログ販売に加え成長が著しいＥコマースによる販売の拡大を図る

ため、Ｅコマース販売システム構築のため追加投資する予定です。 

また、昨今の中国人のインバウンドにおける「爆買い」の背景などもあり、越境ＥＣを通じて中国国

内の消費者をターゲットとした日本製品の売上の市場規模が拡大しております。特にアリババグループ

が運営する天猫国際(Tmall国際)における日本製品の化粧品のシェアは約25％占めており、前年比でみ

ると市場規模は２倍から３倍に急拡大しております。今後も更なる拡大が期待できるものと考えていま

す。 

そのような状況の下、当社グループも、中国ＥＣ最大手のアリババグループが主催するオンラインイ

ベントに参画するなど中国における販売活動を積極的に展開しております。 

今後については、中国越境ＥＣを通じた自社製品の拡大を図りつつ、新たに中国国内ＥＣの開始、中

国国内の実店舗向け商品供給を行うために、現地における法規制の対応、広告・販促及び物流のための

投資をいたします。 

つきましては、日本国内のＥＣ強化と中国事業の拡大のために、すでに充当した資金150百万円に加

えて調達した資金のうち100百万円を充当します。 

 

ⅲ―２ 通信販売事業の設備投資 

当初予定では、連結子会社である株式会社マードゥレクスで展開している「エクスボーテ Ex:beaute」

化粧品のブランド力向上及び新規顧客開拓施策の一環として、全国の店頭販売用什器について経年によ

る劣化が著しいことから全台入れ替え等で100百万円を充当する予定でしたが、店頭販売用什器の購入

にあたり実際の見積額が70百万円となったことから、70百万円のみの充当となりました。 

 

ⅲ―３ 化粧品等の商材拡充 

当社グループでは、経営資源の確保及び更なる事業拡大を企図としたＭ＆Ａを成長戦略の一環として

積極的に行ってきました。具体的には、平成27年６月12日に行った第三者割当により発行した第８回

新株予約権により、現在の主力事業である通信販売事業の商品拡充を図るため、化粧品と健康器具の商

材を扱う株式会社マードゥレクス及び株式会社ジヴァスタジオを子会社化いたしました。今後について

も、これまで化粧品及び美容・健康関連商品販売で獲得した当社グループの主たる顧客層となる中高所

得女性層に対し、より多面的なサービスを提供するべく、商材拡充を目的とした企業買収または事業譲

受を推進していく方針です。具体的には、既存の化粧品及び美容・健康関連商品、医薬品分野など生活

に必要不可欠な商材について、企業の買収または事業譲受の締結により拡充することを想定しておりま

す。充当期限は平成30年12月を予定しております。 

当社が対象としている事業規模は、売上高10～40億円規模、案件規模は、２～５億円規模の案件を獲

得することを想定しております。 

このような状況の下、当社は、将来の買収または事業譲受のために必要な費用として、調達した資金

のうち442百万円を充当する予定です。 

また、支出予定時期の期間内において、当社が満足する条件のＭ＆Ａ案件を見つけることができなか
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ったまたは成約に至らず資金を充当できなった場合においても、当社としてはＭ＆Ａ案件の発掘を継続

していき、Ｍ＆Ａ案件が成約した段階で、資金を支出していく意向であります。 

なお、現時点では具体的に計画されている買収や事業譲受はありませんが、今後案件が付帯的に決定

された場合は、今後の進捗に伴い適時適切に開示いたします。なお、上記調達資金は、具体的な充当時

期までは安全性の高い定期預金等で運用する方針です。 

 

ⅲ―４ 新規事業の構築 

当社の主力事業である化粧品及び美容・健康関連商品に加え、新たな事業分野の構築を目指しており

ます。 

当社の取り組む事業テーマは①美容と健康 ②衣食住をテーマとした人生100年時代 ③Ｅコマース

のプラットフォームです。当社の企画するＥコマースのプラットフォームは、あらゆるモノがインター

ネットで取引される時代に対応できるシステムを目指しております。今後の事業戦略はこれまで化粧品

及び美容・健康関連商品販売で獲得した顧客層となる中・高所得の女性層と男性層に向け、より多面的

な商品とサービスを提供すべく、既存の化粧品や健康器具枠を越え、市場規模の大きい医薬品や不動産、

動産など金融商品の分野へ広げてまいります。また、商材の拡充を目的とした買収の手法も活用してま

いります。以上の通りとした新規事業の構築に必要な費用として、調達した資金のうち500百万円を充

当する予定です。なお、詳細な内容については現時点では確定していないため、詳細な内容が確定次第

改めて適時開示いたします。 

 

ⅳ   コミュニティサービス事業の海外展開 

平成28年９月27日付け「連結子会社の事業の全部の廃止に関するお知らせ」でコミュニティサービ

ス事業を廃止したことに伴い、コミュニティサービス事業の海外展開の使途は消失いたしました。 

 

ⅴ   既存事業及びコミュニティサービス事業の運転資金 

平成28年９月27日付け「連結子会社の事業の全部の廃止に関するお知らせ」でコミュニティサービ

ス事業を廃止したことに伴い、コミュニティサービス事業の運転資金の 50 百万円の使途は消失いたし

ました。 

 

３.今後の見通し 

当社の連結損益に与える影響は現在精査中であり、「業績予想の修正等」につきましては判明次第、速やかに

開示いたします。 

 


